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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 
                                                                                             

研究３ 高齢がんサバイバーの在宅療養・フォローアップ体制に関するアンケート調査 

 
研究分担者 名古屋大学医学部附属病院 化学療法部 教授 安藤 雄一 

研究分担者 名古屋大学大学院医学系研究科 消化器外科学 教授 小寺 泰弘 
研究分担者 杏林大学医学部腫瘍内科学 教授 長島 文夫 

研究分担者 島根大学医学部附属病院 呼吸器・化学療法内科 講師 津端 由佳里 
研究分担者 国立大学法人東海国立大学機構 名古屋大学 未来社会創造機構(医) 教授 梅垣 宏行 

研究分担者 地方独立行政法人 東京都健康長寿医療センター 呼吸器内科 部長 山本 寛 
研究分担者 東京大学医学部附属病院 特任教授 山中 崇 
研究分担者 京都大学医学部附属病院 教授 寺田 智祐 

研究分担者 慶應義塾大学看護医療学部 教授 鈴木 美穂 
研究分担者 国立研究開発法人国立がん研究センターがん対策研究所 行動科学研究部 室長 島津 太一 

研究分担者 国立研究開発法人国立がん研究センターがん対策研究所サバイバーシップ研究部 研究員 松岡歩 
研究分担者 国立研究開発法人国立がん研究センターがん対策研究所サバイバーシップ研究部 部長 内富庸介 

 
研究要旨 

国内の高齢がんサバイバーの在宅療養・フォローアップにおける「連携」の課題について、現場の医療従事者

の視点から抽出するため、全国の拠点病院、かかりつけ医療機関、訪問診療医療機関（在宅医）、地域包括支

援センター/居宅介護事業所などを対象にアンケート調査を行う。 

 

 
Ａ．研究目的 
高齢がんサバイバーの在宅療養・フォローアップ

における「連携」の課題について、現場の医療従事

者の視点から抽出すること 

 
Ｂ．研究方法 
拠点病院では、地域のかかりつけ医療機関との連携
に「がん地域連携クリティカルパス（連携パス）」
が要件となっていたが、有効性が疑問視されたため
現在は要件から外されている。この「連携パス」に
ついて、高齢がん患者における活用状況、その実装
の阻害・促進要因を重点的に調査する。また「緩和
ケアパス」「パス以外の連携（ICTの活用など）」に
ついても調査する予定である。対象は、拠点病院（ 
全数）、かかりつけ医療機関（拠点病院からの紹介）、
訪問診療医療機関（在宅医療連合学会会員）、地域
包括支援センターまたは居宅介護事業所（拠点病院
からの紹介・在宅医療連合学会会員からの紹介）の
予定である。 
（倫理面への配慮） 
医療従事者への医療の質に関する調査となるため、
「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫
理指針」に該当しない 
 
Ｃ．研究結果 
2023年度は、高齢がんサバイバーにおける「連携」

の課題について、医中誌を用いて先行研究の文献

レビューを行い、とくに「連携パス」の活用状況を

中心に整理を行った。その結果に基づいて、専門家

グループから意見を募り、第 2 回班会議において

今後のアンケートの方向性についてディスカッシ

ョンを行った。「連携パス」が形骸化して拠点病院

の要件から外されることとなった原因を整理する

ことは、今後の高齢がんサバイバーにおける「連携」

に必要な要素、阻害・促進要因を探索するのに重要

であろうという結論であった。また、アンケート対

象の候補についても相談し、在宅医療連合学会会

員へのアンケートなど、学会との連携についても

相談した。2024 年度前半は「連携」における好事

例、とくに「連携パス」「緩和ケアパス」「それ以外

の連携（ICT の活用など）」についての好事例への

インタビュー調査（研究④）を先行させ、好事例に

おける促進要因・阻害要因を整理したうえで、アン

ケート項目を作成し、2024 年度後半にアンケート

を実施する予定である。 

 

Ｄ．考察 

2023 年度はアンケート項目を作成するための準備

として先行研究の整理を行った。「連携パス」が拠

点病院の要件から外された現在だからこそ、高齢

がんサバイバーにおける「連携パス」の活用状況 

、および阻害・促進要因について、現場の率直な意

見が伺えると考えている。 

 
Ｅ．結論 
全国の拠点病院、連携かかりつけ医療機関、在宅医

療連合学会会員、拠点病院または在宅医療連合学

会会員から紹介された地域包括支援センターまた

は居宅介護事業所を対象に、「連携パス」「緩和ケア

パス」「それ以外の連携（ICTの活用）」の実態およ

び課題について 2024年度後半にアンケート調査を

実施する予定である。 

 
Ｆ．健康危険情報 
該当なし 
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（分担研究報告書には記入せずに、総括 
研究報告書にまとめて記入） 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
該当なし 
 2.  学会発表 
該当なし 
（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 
 該当なし 
 2. 実用新案登録 
 該当なし 
 3.その他 
該当なし 

 

 

 

 

 
      


